　春日部市土砂のたい積の規制に関する条例 許可申請の流れ　


補足　土砂のたい積許可申請書（様式第１号）の添付書類について
	申請者及び土砂のたい積に係る工事の元請負人について必要な資力及び信用があることを証する書面

	【資力に関するもの】

・県税納税証明書･･･①法人事業税（又は個人事業税）

　　　　　　　　 　②法人県民税（又は市県民税）

・資金計画書･･･当該工事の収入支出

　収入：発注者からの請負代金等（付帯工事と一体の金額でも可）

　　　　　　　　支出：土地の借上げ料、ダンプ・ユンボ等原価償却費、人件費、土壌調査費等

～その他参考～

・金融機関が発行する預金残高証明書（通帳の写しでも可）

・金融機関が融資することを証する書類（事業の実施に際し融資を受ける場合）



	【信用に関するもの】

・過去の実績書･･･どこで盛土を行ったか

・建設業の許可番号･･･大臣か知事（建設業の許可の写し）




軽微な変更等





○土砂のたい積変更届出書（様式第６号）


※２部提出


【変更の届出が必要な場合】


・氏名、名称、住所、法人代表者の氏名の変更


・最大たい積時における土砂の数量の変更


・周囲の生活環境の保全のための方策の変更


・土地の形状（最大たい積時・完了時）の変更のうち土砂の高さが減少するもの又はのり面の勾配が緩和されるもの


・土砂のたい積を行う期間の変更のうち期間が短縮されるもの





○土砂のたい積変更許可申請書（様式第４号）


※２部提出


【変更の許可が必要な場合】


・土地の区域の所在及び面積の変更


・目的の変更


・工事の元請負人の変更


・１日当たりの土砂の最大搬入車両台数の変更


・土地の形状（最大たい積時・完了時）の変更


・排水施設その他の施設の計画の変更


・災害、事故等の防止のためにとる措置の変更


・土砂のたい積を行う期間の変更





計画の変更





※全ての書類の正本には原本を添付





○土砂のたい積に係る定期届出書


（様式第１０号）


【添付書類】


・土砂の採取場所を証明する書類


・土砂のたい積に係る土地の写真


（報告に係る期間の最後の日の一週間前の日以降に撮影したもの）


※２部提出


※３ヶ月ごとに提出（３ヶ月経過後２０日以内に提出）





許可申請





定期報告





土壌調査
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土 壌 調 査


① ９００ｍ２未満


調査頻度：完了(廃止のとき)　調査地点数：１地点以上


② ９００ｍ２以上３０００ｍ２未満


調査頻度：着手日から６ヶ月ごと及び完了（廃止）のとき


　　調査地点数：９００ｍ２ごとに１地点以上





○土砂のたい積完了（廃止）届出書


（様式第１３号）


※完了(廃止)後１０日以内に提出





○土砂のたい積に係る定期届出書


（様式第１０号）


【添付書類】


・土砂の採取場所を証明する書類


・土砂のたい積に係る土地の写真


（完了又は廃止日の一週間前の日以降に撮影したもの）





○たい積に係る土地の汚染調査結果届出書（様式第１２号）


【添付書類】


・たい積に係る土地の汚染調査結果


・調査が定められた方法等で行われたことを証する書面





※２部提出





○たい積に係る土地の汚染調査結果届出書


（様式第１２号）


【添付書類】


・たい積に係る土地の汚染調査結果


・調査が定められた方法等で行われたことを証する書面


※２部提出


※６ヶ月ごとに提出





○土砂のたい積着手届出書


（様式第９号）


※２部提出


※着手後１０日以内に提出





※たい積期間中は、


・標識の掲示


（条例第１２条）


・関係書類の閲覧


（条例第１３条）





○土砂のたい積許可申請書（様式第１号）


【添付書類】


・土砂のたい積に関する計画（別紙）


・土砂のたい積に係る土地の区域を示す図面


・申請者及び土砂のたい積に係る工事の元請負人の住民票の写し又は法人の登記事項証明書


・土砂のたい積に係る土地の登記事項証明書


・申請者及び土砂のたい積に係る工事の元請負人が必要な資力及び信用があることを証する書面（補足参照）


・土砂のたい積に関する計画の実施の妨げとなる権利を有する者の同意を証する書面


・土砂のたい積に係る土地の位置を示す図面


・土砂の搬入搬出経路図


・土砂のたい積の完了時及び最大たい積時の土地の形状に係る平面図及び断面図


・排水施設その他の土砂の流出及び崩壊を防止する施設の平面図及び断面図


・擁壁の背面図


・工事工程表


※２部提出


※許可申請後は周辺住民へ、事業概要の周知に努める


　（条例第７条）








